
●要旨

「年2ヵ月間に24時間稼働の総合病院を.事

故を主訴として受診した未就学児を対象に事故件

数を保育環境別に比較した.低年齢層(0へ2歳

児クラス)では.自宅保育児は保育所児より事故.

発生頻度が有意に高く,保育所適所は結果的に事

故防止につながっていた.今後は保育所を情報発

信.安全教育の拠点として有効活用すべきと考え

られた.一万〇高年齢層(3へ5歳児クラス)で

は自宅保育児,保育所児,幼稚園児間で事故発生

頻度に差はなかった.
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はじめに 

わが国では不慮の事故は1へ14歳の死亡原因

の第l位を占め,子どもの健康を脅かす重要問

題の一つである-).一方,最近では核家族化,

少子化,女性の社会進出(シングルマザーの増

加2))に伴って保育事業が多様化するとともに,

低年齢から集団保育施設(とくに保育所)へ通

う子どもが増加している.したがって,このよ

うな社会および保育環境の変貌に対応して,子

どもの事故防止対策のありかたにも適宜見直し

と修正を加えていくことが必要と考えられる3)4).

われわれが勤務する京都第二赤十字病院は救

命救急センターが併設されており,内科系,外

科系各2名,小児科,産婦人科各1名の医師が

連日当直体制を組んでいる.つまり, 24時間に

わたり地域の救急医療を担う基幹病院であるた

め,小児の事故症例についてもある程度のサー

ベイランス調査が可能である.

そこで,今回未就学児を対象に保育環境が病

院受診事故全体の発生頻度に与える影響につい

て検討したので報告する.



対象および方法

1999年10月1日へ2000年12月31日の1年

2ヵ月間に,事故を主訴として京都第二赤十字

病院を受診した未就学児282例を対象として,

事故調査用紙への記入を各科に依頼しだ 事故

調査用紙は医師または看護師が記入することと

し,対象の年齢,性,保育環境,受診科,事故

の発生百時(曜日,時刻),発生場所,内容,

重症度,処置内容,発生時の状況などを質問し

た.対象の保育環境は自宅保育児(自宅群)

196名(69.5%),保育所適所児(保育所群) 52

名(18.4%),幼稚園通園児(幼稚園群) 34名

(12.1%)で,各群の暦年齢の平均±標準偏差は

自宅群1.6±0.9歳,保育所群3.1±1.6歳,幼

稚園群4.9±0.9歳で, 3群間に有意差を認めた

(自宅群<保育所群<幼稚園群:いずれもp<

0.01;Studentのt検定).対象は男児145名,女

児137名からなり,全体としで性差はみられず,

自宅群(男/女二97/99),保育所群(男/女=

26/26)は男女ほぼ同数であったが,幼稚園群で

は男児の事故が多かった(男/女二22/12).

結 果 

わが国の集団保育施設では,毎年4月1日の

時点での暦年齢をもとに在籍児のクラス分けを

行っている.たとえば了2000年4月からの新学

期においては1999年4月1日へ2000年3月31

日に出生した児を0歳児クラスとして扱う.し

たがって,集団保育児は0歳へ5歳児のクラス

までの六つのクラスに分類されることになる.

そこで自宅群についても病院受診時の暦年齢を

もとに六つの該当クラスに便宜上振り分けて,

対象の保育環境別クラス別分布を表重に示した.

表2"Aには2000年5月1日現在の京都市の保

表1対象の保育環境別分布(n三郷2)
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対象のうち,今回の調査期間中に事故のため重複受診した者はいなかった

表 2

A :京都市の保育環境別クラス別児童数(柳00年5月1日現在) R :京都市の保育環境別クラス別児童数(補正値)
∴ヽ ∴千言:÷子 
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11,472 1,561 0 13,0弱 42(33如 6臆 (7%) 0 (0%) 48(17%) 
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9,926 3,156 0 13,082 37 の%) ノ工2(13%) 0 (0め 49(17功 

8,544 4,038 0 12,582 31(25め 15(17%) 0 (0%) 46(16%) 
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960 4,893 6,922 12・775 4 極) 18(21%) 26(3楊) 48(17%) 

34・350 23・472 18・672 76・494 126(100%) 87(100吻)∴69(100め 282(100%) 

保育所(無認可施設は除く),幼稚園在籍児以外は自宅保育児とした.膿は表1との比較を容易にするため.児童の総数が282名とな

るようにAの人数を補正した数値を示した,

小児科診療・ 2002年・ 8号(143) 1327



育所(無認可施設は除く),幼稚園のクラス別

在籍者数に加えて,京都市の該当年齢児から両

者を差し引いた児童数を自宅保育児として示し

た.そして,表1との比較を容易にするため,

総数が282名となるように表2-Aの人数を補正

した児童数を表2-Rに示した.つまり,表2-R

の数字は全部で282件の事故が年齢,保育環境

に関係なく発生すると仮定した場合に,実際の

児童数の分布から予測される相対的事故発生件

数を意味することになる.

全体を0-2, 3-5歳児クラスに二分し,京

都市の児童数から想定される282件の事故発生

件数(表2・R)に対する実際の事故発生件数

(表1)の分布を群間比較した.幼稚園群のいな

い0へ2歳児クラスでは実際の事故発生件数は

自宅群のほうが保育所群より有意に多かった
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(p < 0.05;Wilcoxon符号付順位和検定).これ

に対し, 3-5歳児クラスにおける事故発生件

数は3群間に差がなかった(Kruskal-WaⅢs検定).

受診科は小児科が仙%ともっとも多く,つい

で形成外科,外科,整形外科の順であった(表

3).発生曜日は月(19.1%)がもっとも多く,

火(14.2%),木(13.8%),土(13.8%),金

(13.1%),日(12.4%),水(9.6%),祝日

(3.9%)の順で,週の初めに多い傾向がみられ

た(図1).発生時刻は9-15時に多いが, 20

時台に再度ピークがみられた(図2).

発生場所は家庭が74%ともっとも多く,保育

環境別にみても自宅群(84%),保育所群(63%),

幼稚園群(35%)のいずれの群においても家庭

内がもっとも多かっ’た(表4).なお,保育所

群,幼稚園群の家庭での事故は曜日を問わず8

表3 保育損境別にみた受診料の分布(n=282)

餓,揺 
享子.∴∴ 

議 104(53%) 18(3錫) 3(9め 125(44%) 
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21(11%) 5(9め 6(18%) 32(11%) 

∴∴∴書千∴∴ 

196(100%) 52(100%) 34(100%) 282(100%) 

自宅群では小児科,保育所群では形成外科と小児科.幼椎園群では形成外科が多かった

件数
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図1曜日別にみた事故発生件数
自宅群では月・金に.保育所群では月・土に,幼稚園群では火・

月に多かった
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図2 時刻別にみた事故発生件数

自宅群では9-13時と19-如時に集中しており.保育所群と

幼稚園群では19暗合を除いて14-21時に多い傾向があった



ー9時と15-22時に多かった.また,園内で

の事故は保育所群4例(8%),幼稚園群7例

(21%)で,その詳細は表5に示した.

考 察

(child-hours of exposure)で補正した事故発生

率(exposure-adjusted injury incidence)を,集

団保育施設と家庭(自宅)で比較した場合,両

者はほとんど変らないという意見か7)も少数み

られるものの,家庭のほうが保育施設よりも事

故のリスクが高いとする報告が多い8ト12).しか

子どもがそれぞれの保育環境で過ごす時間 し,集団保育児といえども保育施設で過ごす曜

表4 保育環境別にみた事故発生場所(n=282)

163 (83%) 33 (63%)

15 (8%) 5 (10%)

8 (4%) 3 (6%)

1 (l%) 4 (8偽)

3 (2%) 3 (6%)

4 (2%) 3 (6%)

0 (0%) 0 (0%)

2 (l%) 1 (2%)

12 (35%)

4 (12%)

6 (18%)

7 (21%)

3 (9%)

0 (0%)

1 (3%)

1 (3%)

)

)

)

)

)

)

)

)

%

%

%

%

%

%

%

%

7
4

9

6

4

3

2

0

1

(

(

(

(

(

(

(

(

.
2
0
8
物
1
 
7
1
 
2
9
7
1
4

196 (100%) 52 (100%) 34 (100%) 282 (100%)

表5 国内での事故症例のまとめ

1 男 11カ月

2 女 2歳6カ月

3 女 5歳4カ月

4 男 5歳10カ月

保育所 小児科 不明 刺傷・切傷 フライドポテトの形を

したおもちゃを口の中

に突き刺した

保育所 形成外科 不明

保育所 外科 13時

保育所 形成外科 16時

園庭で転倒してたき

火の中に手をついた

床で転倒して顎を打った

竹のおもちゃが

頭部にあたった

軽症 要通院

中等症 要通院

軽症 要通院

軽症 要通院

5 男 3歳4カ月 幼稚園 外科 17時 刺傷・切傷 他児がかごを振り回して

いて顔面にあたった

6 男 3・歳7カ月

7 男 4歳1カ月

8 男 4歳6カ月

9 女 4歳8カ月

10 男 6歳4カ月

11 男 6歳10カ月

幼稚園 外科 11時 打撲 園内の遊具に衝突して

顔面を打った

幼稚園 形成外科 12時 打撲 遊具(すべり台)の着

地で転倒して顔面打撲

幼稚園 小児科 14時 打撲 遊具(ジャングルジム)

から転落して頭部打撲

幼稚園 形成外科 不明 打撲 走行中に足がソファー

に引っかかり転倒して

顔面打撲

幼稚園 形成外科 14時

幼稚園 形成外科 15時

打撲 遊具の上段から転落

しで上顎を打撲

打撲 バネつき遊具で遊んで

いて顔面を打撲

軽症 要通院

軽症 要通院

軽症 要通院

軽症 要通院

軽症 要通院

軽症 要通院

軽症 要通院
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日,時間は限定されており,事故の発生場所は

自宅と保育施設のみとは限らない.つまり,事

故はいつでもどこでもおこりうることを考慮す

れば,事故全体の発生状況を保育環境の違いか

ら比較することにも意義があると考えられる.

対象を0-2歳児, 3-5歳児クラスに二分

してみると,幼稚園群のいない0-2歳児クラ

スでは,自宅群が保育所群よりも病院受診事故

の発生頻度が有意に高かったのに対して, 3 -5

歳児クラスでは3群間に有意差はみられなかっ

た. 0-2歳児クラスで自宅群の事故発生頻度

が保育所群より高かった理由として,まず保育

時間中に施設内で発生した事故の受診先は当院

のみとは限らない可能性があげられる.保育施

設内の事故は管理責任の問題があるため軽症で

あってもできるだけ医療機関を受診していると

推測されるが,その受診先は救急病院以外に園

医や歯科(顔面打撲)の場合もありうる.

さらに,自宅では母親は家事をしながら子ど

もを監視しているのに対して,保育施設では保

育士の目が行き届く分だけ事故が発生しにくい

という可能性がある.また,自宅での事故は軽

症なら医療機関を受診せず様子をみることもあ

り,自宅群では軽症事故の実際の発生件数は今

回の結果より多い可能性がある.そのうえ,今回

比較対照として用いた表2には,行政が把握し

きれない無認可保育所の適所児が自宅保育児と

して算出されており,実際の自宅保育児は表2

にあげた人数より少なくなる分だけ自宅群の真

の事故発生頻度はより高くなると予測された.

情緒発達タ 人格形成という面からみれば3歳

までの集団保育の意義は乏しい13)が, 0へ2歳

児クラスで保育所群の事故発生頻度が低かった

今回の結果は,この年齢層では保育所に適所す

ることが結果的に事故防止につながっていたと

いう事実を示している.逆にいえば,この年齢

層における事故防止対策の対象としては,自宅

保育児を優先すべきであることが示唆された.

子どもたちが一時的にでも禁止を理解し従う

ようになるのは1歳3カ月以降,命令を理解し

て行動できるようになるのは1歳6カ月以降で

あり,たとえその場限りの効果であっても1歳

3カ月から安全教育は可能とされている-4).今

回の保育所群の園内事故は4例中2例がおも

ちゃに関するもので,保育所ではおもちゃの管

理と安全な使用方法の指導が重要と思われた.

また,幼稚園群の園内事故は7例中6例が男児

で,午後に多く, 7例中5例が遊具に関するも

のであり,幼稚園ではとくに遊具の使用方法に

関する安全教育の徹底が必要と考えられた.
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